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１ 計画策定の目的及び背景 

(1) 背景 

大阪府は、西は大阪湾に面し、北から南は府域面積の約３割を占める北摂、金剛生

駒、和泉葛城の三山系の森林に囲まれ、中央部には大阪平野が広がっている。平野の

北東部を淀川が、中央部を大和川がそれぞれ貫流しており、都市化が進んだとはいえ、

森林、農地、河川から海に至る多様な自然環境を有し、33 種の哺乳類と 365 種の鳥類

の生息が確認（大阪府野生生物目録 2000.3 より）されている。 

大阪府はこの豊かな自然環境の恩恵を受けながら発展してきたが、近年の急激な

都市化の進展や生活様式の変化は自然環境に大きな影響を与え、野生鳥獣の中には、

生息域の減少等により絶滅を危惧されるものも見受けられる。 

一方、生息数、生息域が拡大し、農林業被害等人間活動との軋轢を起こしている

ものも見られる。特に北摂地域に生息しているニホンジカ（以下、シカとする）は、

近年、その生息数の増加や生息域の拡大が著しく、それにともない、農林業被害も著

しく拡大してきた。 

大阪府では拡大するシカの被害に対処するため、平成 11 年６月の鳥獣保護及狩猟ニ

関スル法律の改正で創設された特定鳥獣保護管理計画制度により大阪府シカ保護管理

計画を策定し、有害鳥獣捕獲の実施や防鹿柵の設置、生息環境の整備等の被害対策に

努めてきたところであるが、依然として被害は継続しており、農林業への影響が問題

となっていることから引き続き計画(第２期)を策定し総合的なシカ対策を講じる。 

 

(2) 目的 

特定鳥獣保護管理計画は、それぞれの地域において対象とする鳥獣の個体群につい

て、科学的知見を踏まえながら、専門家や地域の幅広い関係者の合意形成を図りつつ

明確な保護管理の目標を設定し、これに基づき、個体数管理、生息環境管理、被害防

除対策等の手段を総合的に講じることにより、科学的・計画的な保護管理を広域的・

継続的に推進し、もって地域個体群の長期にわたる安定的な保護繁殖を図ることによ

り、人と野生鳥獣の共存に資することを目的として策定する。 

シカを含む野生鳥獣を府民共有の自然資源として次世代に引き継ぐことは、わたし

たちの責務であるが、一方で農林業被害をはじめとする野生鳥獣と人間活動との軋轢

を軽減し、人と野生鳥獣の共存を図っていくことが求められている。そこで、シカに

対する科学的・計画的な保護管理を実施することにより、農林業被害の軽減及びシカ

の長期にわたる安定的な保護繁殖を図るため、大阪府シカ保護管理計画(第２期)を策

定する。 

なお、野生鳥獣の生息実態については、依然として未知の部分も多く存在すること

から、将来にわたるシカの科学的・計画的な保護管理に必要なモニタリング調査等に

よるデータの収集に努める。また、手法については必要に応じて適宜見直しを行うこ

とを前提とする。 

 

２ 保護管理すべき鳥獣の種類 

本計画の対象とする鳥獣は、個体数の著しい増加又は分布域の拡大により人との軋轢

が深刻化しており、長期的な観点から地域個体群の安定的な維持及び保護繁殖を図る必

要があると認められるものとして、北摂地域に生息するシカとする。 

 

３ 計画の期間 

本計画期間は、上位計画となる第 10次大阪府鳥獣保護事業計画との整合性を図るため、

平成 19 年４月１日から平成 24 年３月 31 日までとし、計画が終期を迎えたときは、計画

の達成度について評価を行い、計画の継続について必要性を判断した上で、所要の改定
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を行うものとする。 

なお、野生動物の保護管理は不確実性が伴う分野である上に、シカは個体数の増加率

が高いので、計画の前提とした数値や条件が現実とは異なっていた場合、大きな誤差を

生じることから、比較的短期間でのチェックと補正が不可欠となる。 

このため、計画期間内であっても、計画の前提条件となるシカの推定生息数や生息状

況に大きな変動が生じた場合においては、速やかに計画の改訂等を行うものとする。 

 

４ 保護管理が行われるべき区域 

本計画の対象地域は、現にシカが分布し、長期にわたって農林業被害が発生している

地域、及び今後分布拡大の可能性が高く被害の発生するおそれの大きい市町とし、能勢

町、豊能町、箕面市、池田市、茨木市、高槻市、島本町の４市３町とする。 

 

 

南丹市

亀岡市

京都府中部個体群 

兵庫県本州部地域 

篠山市

猪名川町 

川西市

図１ 区域図（約１／50 万） 
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  隣接府県における生息状況は、京都府については福井県嶺南地方及び滋賀県湖西地方、

兵庫県丹波地方と連続している可能性が高いとされる京都府中部個体群が、兵庫県につ

いては、西播磨地方から但馬地方、丹波地方にかけて広域・連続にまとまった個体群が

分布しており、それぞれ南丹市・亀岡市、篠山市・猪名川町、川西市で隣接している。 

 

５ 生息の現状  

(1) 生息環境 

シカが生息する北摂地域は、大阪府の北部に位置し、大阪市内に近接していること

から、都市的性格が強く、平地及び丘陵地はベットタウンとして開発されている。 

このため、森林も都市的土地利用の影響を受けやすいが、その反面、保健休養・レ

クリエーション・水源涵養・防災等森林の持つ多面的機能に対する地域住民の関心と

期待が極めて高い地域である。 

山地に高い山はなく、一番高い山は北端に位置する深山（791ｍ）で、その他に剣尾

山、妙見山、竜王山、ポンポン山等があり、いずれも 400～700ｍ程度の山が並んでお

り、比較的なだらかである。宿野、余野、田能、原などの盆地がたくさんあり、集落

になっている。気候は、大阪市内と比べ、夏は涼しくて雨が多く、冬は寒冷で降雪も

ある状況である。 

本計画の対象地域の森林面積は、約 2万 1,000ｈａで林野率は約 54％である。また、

人工林率は約 35％であり、府平均である約 49％を下回っている。かつて炭焼きが盛ん

であったことから、クヌギやコナラ、アベマキなどの雑木林となっている森林が多い

が、人手不足等で放置される森林が増加している。 

 

表１ 土地利用区分面積(H16.3.31 現在)         （単位：ｈａ） 

市 町 市町面積 耕作地 耕作地率 森林計
地域森林計画

対象民有林

その他民

有林 
国有林 森林率

能勢町 9,868  1,120 11.3% 7,755 7,682 73  0  77.8%

豊能町 3,437  321 9.3% 2,223 2,190 33  0  63.7%

箕面市 4,784  239 5.0% 2,852 2,221 64  567  58.3%

池田市 2,211  116 5.2% 561 552 9  0  25.0%

茨木市 7,652  609 8.0% 2,943 2,801 142  0  36.6%

高槻市 10,531  581 5.5% 4,963 4,488 328  147  44.0%

島本町 1,678  59 3.5% 1,005 971 34  0  57.9%

計 40,161  3,045 7.6% 22,302 20,905 683  714  53.8%

  

表２ 民有林の現況(H17.3.31 現在)         （単位：ｈａ） 

人工林・天然林計 人工林 天然林 
市 町 

地域森

林計画

対象民

有林 総数 針葉樹 広葉樹 総数 針葉樹 広葉樹 総数 針葉樹 広葉樹 

竹林 

そ

の

他 

人工

林率

能勢町 7,682 7,539 4,767 2,772 2,685 2,340 345 4,854 2,427 2,427 12 132 35%

豊能町 2,190 2,125 1,408 717 1,112 1,073 39 1,013 335 678 38 27 51%

箕面市 2,221 2,180 1,319 860 402 326 76 1,777 993 784 23 18 18%

池田市 552 544 374 170 62 62 0 482 312 170 5 3 11%

茨木市 2,801 2,575 1,699 876 546 523 23 2,029 1,176 853 116 109 19%

高槻市 4,488 4,291 3,330 961 2,309 2,111 198 1,982 1,219 763 140 52 51%

島本町 971 843 512 331 341 292 49 502 220 282 108 20 35%

計 20,905 20,097 13,409 6,687 7,457 6,727 730 12,639 6,682 5,957 442 361 35%
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本計画地域内の鳥獣保護区は２箇所であり、面積は約 1,023ｈａ（淀川鳥獣保護区を

除く）、であり銃猟禁止区域は 20 箇所、面積は約 1万 4,569ｈａである。また、963ｈ

ａの明治の森箕面国定公園のほか、大阪府自然環境保全地域が３箇所、大阪府緑地環

境保全地域が２箇所、2,594ｈａの府立北摂自然公園が指定されている。 

シカ以外の哺乳類としては、天然記念物に指定されている箕面のニホンザルのほか、

タヌキ、キツネ、イノシシ、ニホンリスなどが生息している。 

 

表３ 地域指定地状況(H15 みどりのデータブックほか)       （単位：ｈａ） 

市 町 保安林
国定 

公園 

府立北摂

自然公園

近郊緑地

保全区域

自然環境

保全条例

による

保全地域

砂防 

指定地

都市計画法

に基づく 

風致地区 

文化財保

護法に基

づく天然

記念物 

鳥獣保

護区（淀

川除く）

能勢町 2,423 － 1,704 295 24 6,698 － － 

豊能町 195 － 62 911 － 2,230 － － 
394 

箕面市 809 963  － 2,458 － 2,484 92  93  629 

池田市 71 － － 693 － 732 435  － －

茨木市 209 － 324 1,395 － 3,359 － － －

高槻市 1,093 － 438 3,037 14 3,803 228  － －

島本町 184 － 66 938 11 892 － － －

計 4,984 963  2,594 9,727 49 20,198 755  93  1,023 

 

(2) 生息動向及び捕獲状況 

① 生息動向 

大阪府に生息するシカは、大阪府北部の北摂地域に広く生息している。 

これまでの調査結果等により、大阪府域における分布は、過去から能勢、箕面、

高槻の３地域に分かれる状況にあり、それぞれの地域中心部の生息密度が高く、そ

の周辺に広がるにつれ密度は低くなっている。シカの捕獲規制措置等により近年著

しく生息数が増加しており、生息分布域も拡大している。 

推定生息数については、平成 12 年度の区画法等による生息状況調査において約

1,000～1,200 頭という調査結果が報告されている。しかし、第１期計画を進めるに

あたって、この報告をもとにシムバンビ（個体数推定シミュレーションソフト：

SimBambi ver.4.1／(独)森林総合研究所 堀野作成）によるシミュレーションを続け

たところ、平成 15 年度には推定生息数が半減するという結果となり、大幅な増減傾

向が認められないという他のモニタリング調査の結果と大きく異なることから、平

成 12 年度の生息数を約 2,000 頭に上方修正することとした。なお平成 18 年度にお

ける推定生息数は約 1,800 頭となっている。        
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図２ 推定生息数の推移  
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図３ 生息分布域の経年変化 

 

シミュレーションは、平成 12 年度の生息数を約 2,000 頭とし、捕獲数は平成 12

年度から平成 17 年度は捕獲実績、平成 18 年度以降はオス・メス各 150 頭捕獲する

ものと仮定し、齢構成は平成 14 年度捕獲個体の齢査定データを適用している。 

なお、結果を大きく左右する妊娠率については、平成 14 年大阪府２月のデータで

妊娠率 67％があるが、捕獲実績が少ないため調査個体数に限りがあり適用は好まし

くない。また実際にシミュレーションしたところ、保護管理計画開始時の平成 14 年

度にはすでにオスの個体数が実際の捕獲数より下まわり、現状と一致しない結果と

なった。 
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このため近隣府県における妊娠率［京都府 77％(中部個体群：H12、平均年齢 2.7

才)、兵庫県 80％(本州部：H17、２才以上)］を参考に、妊娠率 80％でシミュレーシ

ョンしたところ、農林業被害の推移及びライトセンサス法、出猟カレンダーなどの

モニタリング調査の傾向とほぼ同じ結果になったことから、これを採用することと

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     図４ 妊娠率 80％による個体数推定シミュレーション結果 

 

年齢構成は、平成 14 年度に有害鳥獣捕獲等で回収された歯より齢査定を行った。

また、平成 15 年度から平成 17 年度にかけて、狩猟カレンダーによるオスシカの角

の状況を調査した。結果、４才以上（４本角※３本枝分かれした角）が全体の約 20％

である。 
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図５ 年齢構成 
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図６ オスジカの推定年齢構成の推移 ※H14 は歯による齢査定結果 

 

これまでの調査によると、オスの最高齢が 14 才、メスが 13 才であった。性比を

みると、オス：メス＝33：67（交通事故死亡個体データ）～11：89（ライトセンサ

ス・データ）であった。 
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推定生息密度については、平成 12 年度に実施した区画法調査の結果では 3.50～

5.70 頭／ｋ㎡、シムバンビによるシミュレーション結果に基づく推定生息密度は平

成 12 年度が 8.33 頭／ｋ㎡、平成 18 年度が 7.50 頭／ｋ㎡となる。これら数値は、「特

定鳥獣保護管理計画技術マニュアル（環境省）」に示されている、人工林については

被害があまり大きくならない密度（２頭／ｋ㎡）並びに天然林については自然植生

に目だった影響が出ない密度（４頭／ｋ㎡）と比較して、生息密度が高いと言える。 

なお、近隣府県における推定生息密度は、京都府では区画法調査の結果で 4.80～

8.40 頭／ｋ㎡(中部個体群：H6～H10)、兵庫県では 6.40 頭／ｋ㎡(本州部：H11、推

定生息数と森林面積から算出)となっており、概ね同様の結果となっている。 

 

表４ 推定生息密度の推移 

ﾒｯｼｭ数
生息可能
面積(k㎡)

ﾒｯｼｭ数
生息面積
(k㎡)

推定生息数
推定生息密度
(頭/k㎡)

推定生息数
推定生息密度
(頭/k㎡)

S.54 44 176 30～60 0.17～0.34
S.57 34 136 73～200 0.54～1.47
S.60 37 148 130～365 0.88～2.47
S.63 47 188 101～341 0.54～1.81
H.6 78 312  
H.9 81 324  
H.11 226 226 995～1,201 4.40～5.30
H.12 240 240 848～1,365 3.50～5.70 2,000 8.33
H.18 1,800 7.50

106 424

生息可能面積 生息面積

年度
ﾒｯｼｭ
ｻｲｽﾞ

４k㎡

区画法調査結果 シムバンビ推定結果

１k㎡ 333 333
H.12データ使用  

 

一般的特性として、生息密度は状況によっては極めて高くなり、植生の著しい退

行など森林生態系に大きな影響を与えるおそれもある。 

また、ほとんどの植物を食べる幅広い食性と林縁を主な生活場所によることによ

り、農林業被害を引き起こしやすい。 

 

行動圏については、ラジオテレメトリーによる調査（ＧＰＳ調査）を行った。 

この結果、メスは概ね１km 四方の行動圏を持っており、深夜に水田に出現し、昼

には水田から概ね１km 以内の山中を利用していることが確認された。また調査期間

を通して水田周囲と山中の日周行動が確認された。ただし、夏期には水田等の解放

地へは出現せず林縁周辺の森林の利用が確認された。 

 

  
          図７ 能勢町山辺における２頭のメスジカ（成獣）の行動圏の比較 

(赤、橙は 0時～3時、水色・紺は 12 時～18 時の所在地を示す) 

調査期間 H14.9.30～H15.10.26 調査期間 H17.4.25～H17.11.15 

写真は約 2km×2km 写真は約 2km×2km
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一方オスはメスと比較して行動圏が大きく、また顕著な日周行動は認められず、

移動と定着を繰り返す行動が確認された。 

H14.11.19放獣
H16.1.10回収
高槻市二料
オス・成獣（体重70.5kg）
左耳にNo.20のタグを装着

２ｋ

H14.11.19放獣

H14.11.20
H14.12.3

H15.1.27

H15.4.

H15.5.2

 
 

              図８ 高槻市二料におけるオスジカ（成獣）の行動圏 

 

② 捕獲状況 

大阪府では、かつて、シカの生息数の減少を受けて、昭和 49 年 12 月からオスの

捕獲禁止措置（メスは国において捕獲禁止措置がとられている）を講じた。 

その後の生息数の回復に伴い、昭和 50 年代から徐々に農林業被害が増加してきた

ため、昭和 61 年 12 月、オスの捕獲禁止措置を解除したが、社団法人大阪府猟友会

は、乱獲を防止するため「オス鹿捕獲自主管理規定」を定め、年間 10～20 頭程度に

自主規制を実施した。 

その後、農林業被害及び生息数双方の増加により、平成７年度に自主規制は中断

された。さらに、平成 10 年度以降は毛皮獣の猟期（12 月１日から１月 31 日まで）

が廃止されシカの狩猟期間が 11 月 15 日から２月 15 日までとなった。 

これらの措置により、狩猟

による捕獲数は平成５年度

から増加傾向を示してきた

が、平成 11,12 年度は減少し

た。 

一方、有害鳥獣捕獲による

捕獲は、平成９年度に急増し、

年々増加している。このため、

狩猟と合わせた捕獲数は、平

成 10 年度に 250 頭を超えた

後も毎年伸びつづけ平成 13

年度以降は300頭強を推移し

ている。 

図９ 狩猟及び有害鳥獣捕獲による捕獲実績 

調査期間 
H14.11.19～H16.1.10 

現地で電波受信 

現地で電波受信 
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第１期における個体数調整は、平成 13 年度に個体数調整計画を作成し、毎年計画

を見直し、必要に応じて修正しながら進めることとした。当初計画では３年目以降

は徐々に捕獲頭数を縮小するものであったが、平成 14 年度、平成 15 年度の捕獲実

績が当初計画を大きく上回ったものの生息数に減少傾向が見られなかったため、平

成 16 年度の計画を上方修正した。以降、毎年、同様に上方修正を繰り返し、さらに

捕獲実績は見直し後の計画以上であった。しかし、生息数に顕著な減少傾向が見ら

れず、ほぼ横ばいと判断されるこのことから、第２期ではさらに捕獲圧を強める必

要があると思われる。 

 

表５ 第１期における個体数調整計画と捕獲実績 

年度 H14 H15 H16 H17 H18 

オス 247(170)170 190(150)150 173(150)100 202(150)100 －(150)80 
メス 246(170)170 139(150)150 140(150)100 158(150)100 －(150)80 
計 493(340)340 329(300)300 313(300)200 360(300)200 －(300)160 

※記載数値は左から捕獲実績、見直し後の計画、当初計画 

 

なお、狩猟期におけるメスの狩猟鳥獣化並びに狩猟カレンダー配布の際にオスの

捕獲自重について呼びかけを行った。これにより捕獲の雌雄比は約１：３から約１：

１に近づいてきたが、より効果を発揮するためにはメスの捕獲比率をより高める必

要がある。  

0

100

200

300

400

500

H.13 H.14 H.15 H.16 H.17

頭

狩猟頭数（オス）

有害捕獲頭数（オス）

狩猟頭数（メス）

有害捕獲頭数（メス）

 
 図 10 雌雄別捕獲頭数の推移 

 

ＣＰＵＥ（単位努力量あたりの捕獲数=捕獲数÷のべ従事者数）は、平成９年度か

ら平成 17 年度までの能勢町における銃による有害鳥獣捕獲について整理した結果、

増減はあるものの 0.12～0.24 の間で推移している。 

0.00

0.05

0.10

0.15

0.20

0.25

0.30

H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H14 H15 H16 H17
 

     図 11 銃による有害鳥獣捕獲のＣＰＵＥ（能勢町） 
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大阪府では、有害鳥獣捕獲の実施主体である市町や捕獲に従事する（社）大阪府

猟友会に対し支援を行っているが、有害鳥獣捕獲に従事する狩猟者は、減少・高齢

化する傾向を示しており、捕獲要請が増加している中、捕獲従事者の人員確保が難

しくなってきている。 

 

 (3) 被害及び被害防除状況 

① 被害状況 

シカによる被害状況は、昭和 50 年代から顕著となり、平成７年度をピークに高水

準に推移しており、生息数及び生息域の拡大とともに、被害地域も拡大し、近年は

市街地に隣接する地域での被害も増加している。 

農業被害では、稲、野菜、植木等に対する摂食や踏み荒らし、林業被害では植栽

木幼齢樹への摂食（食害）や剥皮など、多岐にわたっている。植栽木幼齢樹への摂

食（食害）では、斜面を利用した食害による幹折れも確認されている。 

市町村からの報告によると、平成 17 年度の林業被害金額は約３千万円・農業被害

金額は約２千万となっており、前年度と比較して林業被害が減少しているが、これ

は新規植栽木への忌避剤散布や近年採用した鋼製金網による防除効果のほか、新規

植栽の減少、被害計上されない既被害木の再被害、植栽木の成長が挙げられる。一

方、被害の小規模化・分散化の傾向が見られ今後も変動に注意する必要がある。な

お、被害金額の算出方法は変わっていない。 

林業被害に比べ農業被害は比較的小さいが、自家消費用等小規模零細な農業にお

けるシカの被害は、被害額に計上されるケースが少なく、精神的打撃と併せて潜在

化していると推測され、営農意欲の喪失にもつながりかねない。 

地域における被害状況として、能勢町、豊能町では、農業被害の割合が比較的高

いが、高槻市における被害は林業被害に集中している。これは能勢町、豊能町は森

林と耕作地が隣接していることが原因と考えられる。また、高槻市の生息地は山間

部を中心とし、主要な耕作地から離れていること、人工林率が高いことが要因と思

われる。 
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          図 12 農林業被害面積、金額 
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② 被害防除の実施状況 

被害防除として、野生鹿農林業被害防止事業（府営事業・平成８年度まで）によ

る柵の設置を行ってきたが、平成９年度以降は当該事業を補助事業化して事業の拡

大を図り、防除手段として捕獲柵の設置や忌避剤の散布、有害鳥獣捕獲等を取り入

れ地域の実情に即した防除が実施できるよう努めている。 

防鹿柵は、設置作業量が多く経費もかかるが長年効果が期待でき、全国でも一般

的に行われている方法である。 

農業被害に対する防鹿柵は、以前は漁網が使用されてきたが、維持管理や効果の

面から近年では専用の繊維網が多く使用されている。またより効果の期待できる電

気柵が積極的に設置されている。 

林業被害に対する防鹿柵は、鋼製金網によるものが多い。傾斜等により金網の設

置が困難な場所には、忌避剤をもって対応している。また、鳥獣保護区を中心に野

生鹿の生息環境確保に資するため、食餌木の植栽や広葉樹林の整備を行っている 

これらの被害対策の効果が、近年の林業被害の減少に繋がったものと考えられる。 

 

表６ 被害対策実施状況（実績） 

事業名 事業内容 Ｈ８ Ｈ９ Ｈ10 Ｈ11 Ｈ12 備  考 

農林業被害 

防止事業 

防鹿柵の設置

（ｋｍ） 
１７ 被害防止事業へ統合  

被害防止 

事業 

防鹿柵の設置

（ｋｍ） 
 １３１ １３０ ８６ ９６ 

他に捕獲柵、 

忌避剤散布等 

特別対策 

事業 
森林整備（ha） ３ １ １ １

被害防止事

業への統合 
広葉樹林整備等

野生鳥獣共

存の森事業 
森林整備（ha）  ２２９ １５２ ３９４ ２８７ 除間伐・枝打ち

防鹿柵の設置

（ｋｍ） ２ ４ ３ １ ―  府営林 

整備事業 
森林整備（ha） ３ ９ １３ ６ ５ 補植等 

防鹿柵の設置計（ｋｍ） １９ １３５ １３３ ８７ ９６  

森林整備計（ha） ６ ２３９ １６６ ４０１ ２９２  

 

事業名 事業内容 Ｈ13 Ｈ14 Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 備  考 

防鹿柵の設置

（ｋｍ） 
７５ ６１ ３４ ３７ ５５  

忌避剤散布 

（ha） 
２８ － １１ １５ １１ H12 に２６ha 

捕獲柵の設置 

（基） 
４ １ ｸｸﾘ罠 14 － ｸｸﾘ罠 25 H12 に４基 

被害防止 

事業 

有害鳥獣捕獲 

（頭） 
１２０ １１０ ９６ １０８ ９０ H12 に１２０頭 

防鹿柵の設置

（ｋｍ） 0.22 0.21 0.305 0.47  
府営林 

整備事業 
森林整備（ha） 1.0 1.0 2.35 1.45 

間伐、不用木伐

採等 

 

(4) その他 

① 生態系への影響 

平成に入ってから高槻市本山寺から神峰山寺にかけてアオキの著しい減少や、平成

11年には箕面市鉢伏山から豊能町にかけてイヌツゲ等の在来林床植生の消滅とマツ



12 

カゼソウへの移行、近年では能勢町山辺においてササの食害などが確認されている。 

通常、現在の生息密度では、これらのように特定植物種の消失や著しい減少、不嗜

好植物の増加、ブラウジングライン（被食の高さ）の形成等自然植生への影響が大

きいものと推測されるため、今後も調査が必要である。 

 

② 隣接府県の保護管理計画の概況 

隣接府県の保護管理計画は、シカが生息する北摂地域に隣接する京都府、兵庫県

において、シカを対象とした特定鳥獣保護管理計画が策定されており、継続して第

３期計画が策定される予定である。 

 

③ 狩猟者の動向 
狩猟期における捕獲は、天敵のいないシカの数をコントロールする面があり、こ

れまでもシカの生息数に応じて狩猟制限等が実施された経緯がある。 

狩猟者は有害捕獲における担い手として重要な地位を占めているが、大阪府にお

ける狩猟者数は、年々減少傾向にあり、狩猟者登録数も減少傾向にある。また、狩

猟者の 60 才以上が 56％、50～59 才が 32％と高齢化が進んでいるため、今後、長期

的にはシカに対する狩猟圧の低下が予想される。なお、他府県からの狩猟者登録数

は、全登録者数の 10％前後の割合である。 

また、網・わな猟免許登録者は年々増加しているものの、第１種及び第２種銃猟

免許登録者は年々減少する傾向がみられる。さらに平成 19 年度からは、網・わな猟

免許が網猟免許とわな猟免許に分離され取得し易くなることから、農業者のわな猟

免許取得が増加すると推測される。 
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図 13 狩猟者数及び年齢構成  
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図 14 狩猟者登録数の推移（種別）  
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６ 保護管理の目標 

(1) 保護管理の目標 

人とシカとの共存を目指すためには、最も問題となっている農林業被害を軽減し、

人とシカの軋轢を緩和する必要がある。 

現在の農林業被害は、被害金額が約５千万円と、依然として高い水準にあることか

ら、この計画の実施により農林業被害面積及び被害金額の減少を図ることとする。 

このため、引き続き被害防除対策を実施するとともに、大阪府域におけるシカの目

標生息数を設定し、個体数調整を行うこととする。 

個体数調整に際しての目標頭数は、シカの長期的かつ安定的な繁殖が図れるよう十

分な生息頭数を確保しながら、地域社会が容認できる程度のレベルに抑える必要があ

る。 

この目標設定にあたっては、明確な根拠に基づいて一義的に数値を確定させること

は困難であるが、第１期計画に続き、平成 12 年度の生息数を個体数指数 100 とした場

合、計画終了時における個体指数 40 から 60 に半減することを目標とする。なお、設

定される目標数は、あくまでも現状で得られたデータから設定された数値である。 

生息数の調査手法や被害の評価手法には、今後も改善の余地があり、計画期間内に

おいても、手法の改善等により生息数や被害額の数値に変化が生じる可能性がある。

また、モニタリングによる情報の収集によってシカの生態や捕獲の実態等について、

新たな知見が得られる見込みがある。 

また、シカの個体数は年変動するので、モニタリングにより動向を把握する必要が

ある。 

 

(2) 目標を達成するための施策の基本的考え方 

個体数の低減と被害防除対策の実施により、人間活動との軋轢の軽減を図るととも

に繁殖に必要な生息頭数を確保し、シカ個体群の長期にわたる安定的な保護繁殖が図

れる個体数管理を実施するものとする。 

個体数の低減は、現在の捕獲制度を大きく変更することなく有効に活用するため、

狩猟及び有害鳥獣捕獲により行う。 

また、シカ個体群におけるメスの比率の高さにかんがみると、個体数の低減を進め 

るには、メスの捕獲を促進する必要があることから、第１期計画に続き狩猟期におけ

るメスの狩猟鳥獣化並びに狩猟カレンダー配布の際にオスの捕獲自重について呼びか

けを行うとともに、さらにメスの捕獲を奨励する。なお、狩猟期間の延長はその効果

や障害等について十分検討し、慎重に判断する。 

個体数調整等の対策にあたっては、生息状況、被害状況、捕獲状況等の調査を継続

的に実施することによってその結果を把握し、毎年、次の対策に反映させることによ

り、より効果的な対策の実施と、過度の捕獲によるシカの絶滅回避に努めていくもの

とする。 

 

７ 数の調整に関する事項 

シカの捕獲数に占める有害鳥獣捕獲の割合は、平成 12 年度には６割以上を占めたが、

狩猟における１人１日当たりの捕獲数制限の拡大により平成 16年度には３割程度に留ま

っている。 

また、捕獲圧はオスに大きく偏りメスが捕獲されにくい状況にある。オスの過度の捕

獲は効果が期待できないばかりでなく、有害でさえある。オスの一方的な捕獲が継続さ

れると、個体群の性比は著しくメスに偏ってしまい、悪い遺伝子が集団の中に広がるリ

スクが生まれたり、遺伝的な多様性が減少したりする。 

このため、捕獲の雌雄比をより１：１に近づけるため、狩猟によるメスの捕獲を促進

し、狩猟における１人１日当たりの捕獲数制限を３頭とし、うちオスは１頭までとする。 
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有害鳥獣捕獲については計画的に実施するため、定期的に効果的・効率的な捕獲とし

て、わなによる捕獲を促進するとともに捕獲強化区域を設け銃器による捕獲・追い出し

による効果的な対策を実施する。なお、安全対策には十分な配慮を行う。 
第２期における個体数調整計画は、第１期よりも捕獲圧を高め、かつ、できるだけ初

期の捕獲数を多くすることが必要であることから捕獲目標を平成 19 年度から平成 20 年

度は 400 頭（オス・メスともに 200 頭）、平成 21 年度から平成 22 年度は 360 頭（オス・

メスともに 180）、平成 23 年度は 320 頭（オス・メスともに 160 頭）とした。なお、シミ

ュレーション結果では、平成 22 年度に個体数がおおよそ 1,100 頭と推定されている。 

 

表７ 第２期における個体数調整計画 

年度 H19 H20 H21 H22 H23 

オス 200 200 180 180 160 

メス 200 200 180 180 160 

計 400 400 360 360 320 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       図 15 個体数調整計画(妊娠率 80％)による個体数推定シミュレーション結果 

 

なお、個体数調整計画は平成 19 年度において、平成１８年度捕獲実績でもって再シミ

ュレーションをおこない、平成 18 年度に実施する区画法等調査結果に基づく推定生息数

と比較検討する。 

なお、集団の健全性を維持するためには、捕獲圧を意図的にコントロールすることが

必要であり、メスの狩猟鳥獣化及び捕獲数制限については、毎年見直しを行う。 

 

８ 生息地の保護及び整備に関する事項 

(1) 生息環境の保護 

鳥獣保護区や銃猟禁止区域の設定について、シカの生息環境を保護するため、現在

の２箇所の鳥獣保護区については、指定の継続に努める。また、新規設定、拡大につ

いては、地域の実情等を十分勘案して検討するとともに、シカを対象とした保護区域

の設定の可能性についても検討する。 

また、他個体群との交流維持のため、その回廊となる地域の保護にも配慮するもの

とし、絶滅の危険度を軽減するものとする。 

 

(2) 生息環境の整備 

シカは林縁の動物であり、放棄され草原化した耕作地、森林伐採等によって作り出

された草地は餌量の多い環境を作り出し、個体数の急激な増加の引き金や高い増加率

を維持する基盤となる。したがって、このような環境をできるだけ作り出さない工夫
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が必要である。 

また、下層植生の生産性が非常に高い幼齢造林地は、シカの格好の餌場となり、繁

殖率の上昇につながる。しかし、造林木が生長するにしたがって、餌植物は急減し、

シカにとって好ましくない環境となってしまう。このため、人工的な生息環境（特に

餌環境）の変動を少なくし、可能な限りシカの生息状況を安定化させるような手段を

講じることが求められる。 

具体的には、森林整備については、複層林や長伐期施業の促進、適切な間伐の実施

等多様な手法による健全な人工林の育成、里山林の再生等により、シカ本来の生息地

を確保するものとする。また、特に天然林については、大規模な皆伐施業は行わない

など適正な森林整備を図るとともに、シカの生息を分断・孤立させない緑の連続性に

配慮した森林整備を行い、野生鳥獣の生息環境整備に努めることとする。 

植栽に適さない地域や食害が著しいヒノキ等の植栽地、木材等生産林から水源涵養

林機能、山地災害防止機能、生活環境保全機能、保健文化機能等を持つ森林への転換

が求められている林分については、広葉樹への樹種転換を検討し自然植生の回復を図

るよう考慮する。 

また、森林に隣接していることが多い耕作放棄地については、その存在がシカの良

好な餌場や隠れ家となり、繁殖を助けるだけでなく、シカを耕作地へ導くものとなっ

ている。このため、耕作放棄地の草地化を防ぎ、人に慣れる訓練の場となることを防

ぐため、効果的な対策を積極的に講じるものとし、シカが定着しにくい環境の整備や

シカの追い払いについて農業改良普及員・林業改良指導員等による普及啓発に努める

ものとする。 

 

９ 其の他保護管理のために必要な事項 

(1) 被害防除対策 

被害防除対策は、被害等の未然防止を図るための基本的な手段であり、また個体数

管理や生息環境管理の効果を十分なものとするうえで不可欠な手段である。 

防除措置が行われていない状態では、被害とシカの生息密度との間には明瞭な相関

が見られないことから、頭数管理だけでは被害の軽減に限界があると考えられる。 

このため、引き続き、防鹿柵の設置、忌避剤の散布やツリーシェルターによる保護

などの防除を進めるとともに、有害鳥獣駆除の両面から推進していく。 

特に、被害が集中している地域について、重点的に被害防除対策が実施されるよう

市町村、猟友会等との調整を進める。 

防鹿柵は、被害防除対策としては効果の高いものであるが、設置方法の不備、メン

テナンス不足により、その効果が認められないものも見られる。そのため、設置及び

メンテナンスに関する技術の普及を進めるとともに、その支援体制についても強化し、

地域にあって指導的な役割を果たす人材の育成に努めることとし、技術研修や知識啓

発、モデル地区の設定等による情報発信等についても検討する。 

また、広域的防除の観点から、個人単位を越え地域一体となった共同防除について、

効果的な推進方法を検討する。さらに、防鹿柵のより一層の普及を図るため、安価で

手間のかからない維持管理や、景観に配慮した防鹿柵の技術改善に取り組むものとす

る。 

 

 (2) モニタリング等の調査研究 

モニタリングはフィードバックのための資料を得るものであり、科学的・計画的な

保護管理に欠かせない作業であることから、シカの生息動向（個体数、分布域、性比

構成、齢構成、食性等）、生息環境、捕獲状況、被害の程度等についてモニタリングし、

保護管理計画の進捗状況を点検するとともに、個体数管理の年間実施計画等の検討に

反映（フィードバック）させるものとする。 
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モニタリングとして、毎年度の傾向把握のため、ライトセンサス及び狩猟アンケー

ト、有害鳥獣捕獲個体の解析による動向調査及び生息状況調査を引き続き実施し、長

期的傾向の把握に努める。特に狩猟データの収集・分析についてより一層の推進に努

める。 

また、被害状況（区域、面積、額等）については、市町に報告を依頼するほか、市

町の担当者への被害意識調査を実施する。 

シカによる自然環境（生態系）に係るインパクト、例えば特定植物の消失や著しい

減少等が報告された場合は、場所、規模等その情報を記録しその後の動向に注意する。 

 

表８ モニタリング内容 

項   目 内   容 目 的 等 

生息状況調査 
生息域、生息密度、推定生

息数の調査 
長期的な傾向の把握 

ライトセンサス 生息密度の増減傾向の調査 
短期的な生息密度の増減傾

向の把握 

個体群解析 
有害駆除個体によるサンプ

ル調査 
齢構成の把握 

行動圏調査 
ラジオテレメトリーによる

行動圏の調査 
行動圏の把握 

生息

状況

調査 

重要地点 

生息状況調査 

生息重要地点を設け生息密

度の増減傾向の調査 
地域個体群の保全 

生息

環境

調査 

生息環境調査 生息地の植生等の環境調査 生息環境の把握 

被害状況報告 農林業被害の状況報告 
各市町における被害状況の

把握 被害

状況

調査 被害意識調査 
月毎に市町村担当者への情

報収集 
被害の実態、変化を把握 

有害捕獲報告 

有害捕獲における捕獲年月

日、場所、サイズ、性別、

妊娠有無の報告 
捕獲

状況

調査 
狩猟アンケート 

狩猟における場所別雌雄別

捕獲数・目撃数、出猟日の

報告 

捕獲状況（年月日・場所）、 

ＣＰＵＥ、個体群動向（個体

数・生息域・サイズ変化・性

比構成・妊娠率）の把握 

 

(3) 計画の実施体制 

① 合意形成 

本計画の実施にあたっては、地元住民はもとより幅広い関係者の理解と協力を得

ることが必要不可欠であることから、各種施策の方針やその達成状況、各種の調査

結果等に基づく個体群の現状については、ＨＰ等により速やかに公表するとともに、

行政と関係者・住民がお互いに連携を密にして合意形成を図りながら、各施策を推

進していく。 

 

② 検討会の設置 

大阪府（環境農林水産部動物愛護畜産課、みどり・都市環境室、農政室、北部農

と緑の総合事務所（同池田分室）及び食とみどりの総合技術センター）、関係市町、

農林業団体、狩猟団体、自然保護団体、学識経験者による検討会を設置し、計画内

容や実行方法、進捗状況等について検討・評価を行うとともに、検討会メンバーの

協力による総合的な取り組みを推進する。なお、インターネット等により意見陳述

の希望があった場合は、検討会への反映を検討する。 
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③ 広域連絡調整会議の設置 

シカが生息する北摂地域に隣接する京都府、兵庫県と野生鹿広域連絡調整会議を

設置し、保護管理を進めるにあたっての連絡調整や情報交換に努め、連携した対応

について検討を行う。 

 

④ フィートバックシステムの推進 

モニタリングの結果を踏まえ、計画の進捗状況を点検し年間実施計画の検討に反

映させるとともに、保護管理事業の効果・妥当性についての評価を行い、その結果

を踏まえ計画の継続の必要性を検討し、必要に応じて計画の見直しを行う。 

 

⑤ 狩猟者及び農林業者への普及啓発 

メスが狩猟の対象として好まれることが少ないため、狩猟期における捕獲が進ま

ない可能性もあることから、狩猟者に対し、メスの狩猟が農林業の振興に寄与する

ことについて、普及啓発に努める。 

また、農林業者の自発的な防除対策を進めるため、被害対策の情報を提供すると

ともに農業改良普及員・林業改良指導員等による防除技術の普及啓発に努める。 

 

(4) その他 

① 資源としての利用の検討 

鹿肉については、需要拡大を図るため、有効な活用方法について検討する。 

また、シカの歴史的、文化的、自然的価値を再評価し、魅力ある地域づくりの資

源としての活用を検討する。 

 

② 被害対策等の研究推進 

シカの保護管理を発展させるためには、調査、解析技術の開発や生物学的基礎資

料の集積、個体群の生態学的特徴の分析が不可欠であることから、食とみどりの総

合技術センターなど研究機関と連携を図り、効果的な森林施業や忌避剤の使用方法、

簡易なモニタリング調査の実施手法の確立、密度と被害強度との関係の解明（許容

密度）等を進める。 

 

    ③ 動物由来感染症等の調査 

    保護管理を推進する上で接触が避けられないことから、Ｅ型肝炎等人への病原性

について調査するとともに、その予防について考察し、普及啓発に努める。 
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 槇 村 久 子 （京都女子大学教授） 

 増 田   昇 （大阪府立大学大学院教授） 

 益 田 晴 恵 （大阪市立大学大学院助教授） 

又 野 淳 子 （財団法人日本野鳥の会大阪支部会員） 

 松 本 道 弘 （大阪商工会議所常務理事・事務局長） 

水 野   稔 （大阪大学大学院教授） 

 南     努 （大阪府立大学学長） 

 村 岡 浩 爾 （大阪産業大学客員教授） 

 山 口 百合子 （大阪交通労働組合特別執行委員） 

 吉 川 萬里子 （消費生活専門相談員） 
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（２）府議会議員（６名） 

 

 徳 永 春 好 （自由民主党） 

 浦 野 靖 人 （自由民主党） 

 品 川 公 男 （民主党・無所属ネット） 

野 田 昌 洋 （公明党） 

 岸 上 しずき （日本共産党） 

 坂 本   充 （府民ネットおおさか） 

 

 

（３）市町村長（４名） 

 

 關   淳 一 （大阪市長） 

 木 原 敬 介 （堺市長）  

 阪 口 伸 六 （高石市長） 

 中   和 博 （能勢町長） 

 

 

大阪府環境審議会臨時委員 

 

１．関係地方行政機関の長（６名） 

 

 進 藤 眞 理 （近畿農政局長） 

 久 貝   卓 （近畿経済産業局長）     

 布 村 明 彦 （近畿地方整備局長）     

 島 﨑 有 平 （近畿運輸局長）       

 内 波 謙 一 （第五管区海上保安本部長）  

 出 江 俊 夫 （近畿地方環境事務所長） 

 

 

 

 

 

 

 


